
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）
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1 ○ ◆D-19
液状化対策マップ作成事
業

（神栖市）
市内18地区（液
状化対策予定地
区）

神栖市

液状化地域の地盤データ等について収集解析を行い、液状化の被害予想と代表的な対策工法等を例示し
た液状化ハザードマップを作成する。

4/5 6,454 6,454 5,163

2 ○ D-20
津波避難計画シミュレー
ション事業

（神栖市）
市内全域

神栖市
避難計画を作成するうえで，津波の到達時間や津波の速度並びにその時の干満の差によって，浸水域の
水位の上昇がどのように広がるのかなど，市独自の段階的な避難シミュレーションを実施する。

1/3 5,870 5,870 3,913

3 ○ ◆D-20
津波ハザードマップ作成事
業

（神栖市）
市内全域

神栖市
適切な避難経路や避難場所並びに浸水深を反映表示した津波ハザードマップを作成する。

4/5 4,500 4,500 3,600

4 ○ ◆D-20 津波監視カメラ整備事業

（神栖市）
東深芝:鹿島港
消防署
波崎：波崎ＲＤＦ
ｾﾝﾀｰ

神栖市

東日本大震災による津波被害の大きかった2箇所への津波監視カメラの設置整備を実施する。

4/5 7,017 7,017 5,613

合計額 23,841 23,841 18,289

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 神栖市 電話番号 ０２９９－９０－１１２０ kikaku@city.kamisu.ibaraki.jp

都道県名 茨城県 担当部局名 企画部　政策企画課　震災復興推進室 高橋，長島

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場

合
（d）=0.8c

（様式１－４①）

神栖市復興交付金事業計画　平成２４年度　復興交付金事業等（神栖市交付分）
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